


議案第１５号 

   越前市個人番号の利用に関する条例の一部改正について 

越前市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定

する。 

  令和６年２月２１日提出 

越前市長 山 田 賢 一   

越前市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

 越前市個人番号の利用に関する条例（平成２７年越前市条例第２４号）の一部

を次のように改正する。 

 第１条及び第２条中「番号法」を「番号利用法」に改める。 

 第３条第１項中「番号法第９条」を「番号利用法第９条」に、「番号法別表第２

の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務（番号利用法第１９条第８号

に規定する特定個人番号利用事務をいう。以下同じ。）」に改め、同条第２項中「番

号法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務」に、「同表の第

４欄に掲げる特定個人情報」を「利用特定個人情報（番号利用法第１９条第８号

に規定する利用特定個人情報をいう。以下同じ。）」に、「番号法の」を「番号利用

法の」に、「当該特定個人情報」を「当該利用特定個人情報」に改め、同条第３項

中「番号法」を「番号利用法」に改める。 

  附 則 

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行の日から施行

する。 



議案第１６号 

越前市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部改正に

ついて 

 越前市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部を改正する

条例を次のとおり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

                      越前市長 山 田 賢 一 

越前市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例等の一部を改正

する条例 

 （越前市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第１条 越前市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年越

前市条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

第１４条第１項後段を次のように改める。

   この場合において、給与条例第２９条第２項中「１００分の１２５」とあ

るのは、「６月に支給する場合には１００分の１２０、１２月に支給する場

合には１００分の１２５」と読み替えるものとする。

  第２３条第１項中「１００分の１２０」を「６月に支給する場合には１００

分の１２０、１２月に支給する場合には１００分の１２５」に改める。

  第３３条を第３４条とし、第３２条の次に次の１条を加える。

  （給与改定の実施時期等の取扱い）

 第３３条 この条例において準用する給与条例（これに基づく規則を含む。次

項において同じ。）の規定について給与の額の改定に関する改正が行われる

場合における会計年度任用職員の給与の額の改定を行う時期その他の当該改

定に係る取扱いは、次項の場合を除き、給与条例の適用を受ける職員の例に

よる。



 ２  この条例の規定（この条例において準用する給与条例の規定を含む。）に

ついて給与の額の改定に関する改正が行われ、当該改正後の規定が遡って適

用される場合における当該遡って適用される期間に会計年度任用職員であっ

た者（当該改正に係る規定の施行の日の属する月の前月の末日までに退職し、

又は死亡した者に限る。）の在職期間中の給与については、当該改正後の規

定にかかわらず、なお従前の例による。

 ３ 条例又はこれに基づく規則に別に定めがある場合を除き、特別の事情によ

り前２項の規定によることができない場合又は前２項の規定によることが著

しく不適当であると認められる場合には、別に市長の定めるところにより、

又はあらかじめ市長の承認を得て、別段の取扱いをすることができる。

第２条 越前市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を次の

ように改正する。

第３条第１項中「、期末手当」の次に「、勤勉手当」を加え、「及び期末手当」

を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。

第１４条の次に次の１条を加える。

（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当）

第１４条の２ 給与条例第３２条の規定は、任期が６月以上のフルタイム会計

年度任用職員について準用する。

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項において準用する給与条例第３２条

の規定による勤勉手当の支給について準用する。

第２３条第１項中「この条」の次に「及び次条第１項」を加え、「第２項中「１

００分の１２５」とあるのは、「６月に支給する場合には１００分の１２０、１

２月に支給する場合には１００分の１２５を超えない範囲内で規則で定める割

合」と、同条」を削り、「、第１８条第１項」を「越前市会計年度任用職員の給

与及び費用弁償に関する条例（令和元年越前市条例第２７号）第１８条第１項」

に、「、同条第２項」を「同条第２項」に、「、同条第３項」を「同条第３項」

に改め、同条の次に次の１条を加える。

（パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当）

第２３条の２ 給与条例第３２条の規定は、任期が６月以上のパートタイム会



計年度任用職員について準用する。この場合において、同条第３項中「それ

ぞれその基準日現在において職員が受けるべき給料の月額」とあるのは、「そ

れぞれその基準日（退職し、又は死亡したパートタイム会計年度任用職員に

あっては、退職し、又は死亡した日）において、月額による場合には越前市

会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年越前市条例第

２７号）第１８条第１項に規定する額とし、日額による場合には同条第２項

に規定する額に２１を乗じて得た額とし、時間額による場合には同条第３項

に規定する額に１６２．７５を乗じて得た額に当該パートタイム会計年度任

用職員について定められた１週間当たりの勤務時間を３８．７５で除して得

た数を乗じて得た額」と読み替えるものとする。

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項において準用する給与条例第３２条

の規定による勤勉手当の支給について準用する。

 （越前市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第３条 越前市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（令和５年越前

市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

 第８条のうち越前市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例第２

３条第１項の改正規定を削る。 

 （越前市監査委員条例の一部改正）

第４条 越前市監査委員条例（平成１７年越前市条例第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。

  第３条中「第２４３条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８第３項」に

改める。

 （越前市上下水道事業等の設置等に関する条例の一部改正）

第５条 越前市上下水道事業等の設置等に関する条例（平成１７年越前市条例第

２２８号）の一部を次のように改正する。

  第５条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に

改める。

   附 則 

 （施行期日等） 



１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条、第４条及び第５条の

規定は、令和６年４月１日から施行する。

２ 第１条の規定による改正後の越前市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例（次項において「第１条改正後条例」という。）の規定は、令和５

年４月１日から適用する。 

 （給与の内払） 

３ 第１条改正後条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定による改

正前の越前市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の規定（同条

例において準用する越前市職員の給与に関する条例（平成１７年越前市条例第

５１号。以下「給与条例」という。）及びこれに基づく規則の規定を含む。）に

基づいて支給された給与は、第１条改正後条例の規定（第１条改正後条例にお

いて準用する給与条例及びこれに基づく規則の規定を含む。）による給与の内

払とみなす。 



議案第１７号 

越前市手数料条例の一部改正について 

越前市手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

越前市長 山 田 賢 一 

越前市手数料条例の一部を改正する条例 

 越前市手数料条例（平成１７年越前市条例第８２号）の一部を次のように改正

する。 

 附則第６項中「謄抄本又は磁気ディスクをもって調製された戸籍に記録されて

いる事項の全部若しくは一部を証明した書面」を「謄本若しくは抄本又は戸籍証

明書」に改める。 

 別表第２戸籍に関するものの項を次のように改める。 

戸籍に関する

もの 

戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍証明書

の交付手数料 

１通 ４５０円

戸籍電子証明書提供用識別符号の発行手

数料（総務省令で定める電子情報処理組

織を使用する方法で請求及び発行を行う

場合並びに同一事項の戸籍の謄本若しく

は抄本又は戸籍証明書と同時に請求する

場合は除く。） 

１件 ４００円

除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は除

籍証明書の交付手数料 

１通 ７５０円

除籍電子証明書提供用識別符号の発行手

数料（総務省令で定める電子情報処理組

１件  ７００円



織を使用する方法で請求及び発行を行う

場合並びに同一事項の除かれた戸籍の謄

本若しくは抄本又は除籍証明書と同時に

請求する場合は除く。） 

戸籍の記載事項証明交付手数料 １件 ３５０円

除かれた戸籍の記載事項証明交付手数料１件 ４５０円

届出若しくは申請の受理の証明書又は戸

籍法（昭和２２年法律第２２４号）第４

８条第２項若しくは第１２６条の書類に

記載した事項の証明書交付手数料 

１通 ３５０円

上質紙を用いた婚姻、離婚、養子縁組、

養子離縁又は認知の届出の受理証明書交

付手数料 

１通 １，４００円

戸籍法第４８条第２項の書類又は同法第

１２０条の６第１項の届出等情報の内容

を表示したものの閲覧手数料 

１件 ３５０円

 附 則 

この条例は、令和６年３月１日から施行する。 



議案第１８号 

   越前市国民健康保険税条例の一部改正について 

 越前市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

越前市長 山 田 賢 一 

越前市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

越前市国民健康保険税条例（平成１８年越前市条例第６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条第２項から第４項までの規定中「及び資産割額」を削る。

第４条を次のように改める。

第４条 削除

第８条を次のように改める。

第８条 削除

 第１２条を次のように改める。

第１２条 削除

 第３０条第１項中「及び資産割額」を削る。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の越前市国民健康保険税条例の規定は、令和６年度以

後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健康

保険税については、なお従前の例による。 



議案第１９号 

   越前市介護保険条例の一部改正について 

 越前市介護保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

令和６年２月２１日提出 

越前市長 山 田 賢 一 

   越前市介護保険条例の一部を改正する条例 

 越前市介護保険条例（平成１８年越前市条例第９号）の一部を次のように改正

する。 

第７条第１項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年

度」に改め、同項第１号中「３５，３４０円」を「２９，６８０円」に改め、同

項第２号中「４３，８２０円」を「４８，４１０円」に改め、同項第３号中「４

９，４７０円」を「４８，７６０円」に改め、同項第６号中「８２，６９０円」

を「８４，８１０円」に改め、同号ア中「１２５万円」を「１２０万円」に改め、

同号イ中「第１０号イ又は第１１号イ」を「第１０号イ、第１１号イ又は第１２

号イ」に改め、同項第７号ア中「２００万円」を「２１０万円」に改め、同号イ

中「第１０号イ又は第１１号イ」を「第１０号イ、第１１号イ又は第１２号イ」

に改め、同項第８号中「１０９，５５０円」を「１０６，０２０円」に改め、同

号ア中「３００万円」を「３２０万円」に改め、同号イ中「第１０号イ又は第１

１号イ」を「第１０号イ、第１１号イ又は第１２号イ」に改め、同項第９号中「

１２３，６９０円」を「１２０，１５０円」に改め、同号ア中「５００万円」を

「４２０万円」に改め、同号イ中「又は第１１号イ」を「、第１１号イ又は第１

２号イ」に改め、同項第１０号中「１３０，７５０円」を「１３４，２９０円」

に改め、同号ア中「７５０万円」を「５２０万円」に改め、同号イ中「に該当」

を「、次号イ又は第１２号イに該当」に改め、同項第１１号中「１４１，３６０

円」を「１４８，４２０円」に改め、同号ア中「１，０００万円」を「６２０万



円」に改め、同号イ中「に該当」を「又は次号イに該当」に改め、同項第１２号

中「１５５，４９０円」を「１６９，６３０円」に改め、同号を同項第１３号と

し、同項第１１号の次に次の１号を加える。 

(12) 次のいずれかに該当する者 １６２，５６０円 

ア  合計所得金額が７２０万円未満である者であり、かつ、前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ  要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第

３９条第１項第１号イ（ (1)に 係 る部 分 を除く 。） に該 当 する 者を除

く。） 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の越前市介護保険条例第７条の規定は、令和６年度分

の保険料から適用し、令和５年度以前の年度分の保険料については、なお従

前の例による。 



議案第２０号 

   越前市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例の一部改正について 

 越前市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例を次の

とおり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

越前市長 山 田 賢 一   

   越前市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

 越前市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例（平成１７年越前市条例第１

１６号）の一部を次のように改正する。 

第２条第６項第７号中「第１０条第１項」の次に「又は第１０条の２」を加

え、同条第８項に次の１号を加える。 

(7) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号） 

第３条第２項を次のように改める。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項各号に掲げる者が生活保護法（昭和２５年法

律第１４４号）の規定の適用を受けているときは、助成対象者から除く。 

   附  則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、この条例による改正

後の越前市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例第２条第８項及び第３条第

２項の規定は、令和５年４月１日から適用する。 



議案第２１号 

越前市水道事業給水条例の一部改正について 

越前市水道事業給水条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

越前市長 山 田 賢 一 

越前市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 越前市水道事業給水条例（平成１７年越前市条例第２３０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第１２条第１項、第３９条第２項及び第４２条第１号中「厚生労働省令」を「国

土交通省令」に改める。 

 附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



議案第２２号 

   越前市工業用水道事業給水条例の一部改正について 

 越前市工業用水道事業給水条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

                      越前市長 山 田 賢 一 

   越前市工業用水道事業給水条例の一部を改正する条例 

越前市工業用水道事業給水条例（平成１７年越前市条例第２３３号）の一部

を次のように改正する。 

 第２６条第１号の表基本料金単価の項中「１６円」を「２１円」に改め、同表

超過料金単価の項中「３２円」を「６３円」に改める。 

   附  則 

この条例は、令和６年４月１日から施行し、同日以後にメーターを検針し、

使用水量を決定して計算した料金について適用し、同日前にメーターを検針し、

使用水量を決定して計算した料金については、なお従前の例による。 



議案第２３号 

   市道路線の認定及び変更について 

 次のとおり市道の路線を認定し、及び変更する。 

  令和６年２月２１日提出 
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１  認定する路線 

路線名 起 点 終 点 延長(m)

市道第７８３２号線 定友町１４字１５番４先 定友町１２字１番３先 271.0

２  変更する路線 

路線名  起 点 終 点 延長(m)

市道第７８０８号線 
旧 粟田部町１５字３０番２先 粟田部町３５字２番３先 706.7

新 粟田部町１５字３０番２先 粟田部町３４字６番８先 489.5



議案第２４号 

   専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法第１７９条第１項の規定により、令和５年度越前市一般会計補正予

算（第９号）について別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により、

これを報告し、承認を求める。 

  令和６年２月２１日提出 

                      越前市長 山 田 賢 一   


